
研究へのご協力に関するお知らせ（情報公開文書） 

 

2017～2019 年に「エリートアスリートのジュニア期におけるメダルポテンシャル要因の 

抽出」調査にご回答いただいた皆様へ 

 

公益財団法人全日本柔道連盟が 2017 年 12 月から 2019 年 2 月に実施した質問紙調査「エ

リートアスリートのジュニア期におけるメダルポテンシャル要因の抽出」にご回答いただ

いた情報を用いて、下記の研究を実施します。  

原調査では、エリートアスリートの育成に関わる促進要因や阻害要因を明らかにするこ

とを目的として、研究への利用、学会発表・学術論文等による研究成果の公表、個人が特

定されないように情報を取り扱うことなどについて説明し、書面による同意をいただいた

上で情報を収集しました。  

今回、この調査で得られた情報を用いて、柔道競技者の発達履歴と競技力との関連をさ

らに詳しく検討する研究を実施します。本研究は、原調査の研究目的と関連する二次分析

研究です。  

本研究のために、新たな質問紙調査、測定、インタビュー等をお願いすることはありま

せん。ご自身の情報を本研究に利用すること、または共同研究機関へ提供することを希望

されない場合は、「9．研究への利用を希望されない場合」をご確認の上、お申し出くださ

い。お申し出によって不利益を受けることはありません。  

 

1．研究課題名  

柔道競技者の発達履歴と国際競技力に関する研究  

― 全日本柔道連盟「エリートアスリートのジュニア期におけるメダルポテンシャル  

要因の抽出」調査データの二次分析  ―  

 

2．研究の目的  

本研究は、柔道競技者が幼少期からトップレベルに至るまでに経験した競技活動、柔道

以外のスポーツ経験、柔道への専門化の時期、練習量、指導・サポート環境、傷害などの

要因と、その後に到達した競技水準との関連を明らかにすることを目的としています。  

特に、世界選手権やオリンピック等の国際大会で高い競技成績を収めた選手とその他の

競技者について、幼少期の競技経験の多様性、柔道への専門化年齢、練習量等を比較しま

す。また、調査回答者全体について、競技到達水準と指導・サポート環境、傷害、競技活

動上の阻害要因等との関連についても検討します。  

得られた知見を、ジュニア期からシニア期に至る柔道競技者の長期的な育成や、より適

切な競技環境づくりに役立てることを目指します。  

 

3．研究の実施体制  

研究代表機関・研究代表者：  

山梨学院大学スポーツ科学部・小山  勝弘 教授  

 



共同研究機関・研究責任者：  

公益財団法人全日本柔道連盟・石井  孝法 参事  

独立行政法人日本スポーツ振興センター・衣笠 泰介 主任研究員  

 

本研究は、山梨学院大学倫理審査委員会による多機関共同研究の一括審査を受け、その

審査結果に基づき、各共同研究機関において研究実施の許可を得た上で実施します。  

倫理審査承認番号：26-A020（山梨学院大学倫理審査委員会、2026 年 10 月 15 日承認）  

本情報公開文書における「研究計画」とは、山梨学院大学倫理審査委員会の審査を受け

た「研究活動等倫理審査申請書」に記載された本研究の研究計画をいいます。  

 

4．利用する情報  

2017 年 12 月から 2019 年 2 月に実施した質問紙調査「エリートアスリートのジュニア期

におけるメダルポテンシャル要因の抽出」でご回答いただいた情報のうち、本研究の目的

に必要な項目を利用します。  

主な項目は、以下のとおりです。  

• 競技を始めた年齢、柔道に専門化した年齢  

• 各発達段階における競技経験、練習時間、休養日  

• 柔道以外のスポーツ経験  

• 家族のスポーツ歴  

• 指導者やサポート環境  

• 傷害・疾病に関する情報  

• 競技活動上の阻害要因やストレス  

• スポーツ医・科学サポートの利用状況  

• 競技到達水準 等  

 

また、競技到達水準を正確に確認するため、国際柔道連盟、全日本柔道連盟等が公表し

ている大会成績等の公開情報を利用します。  

本研究の目的に必要のない情報は分析には使用しません。  

 

5．情報の取得元及び取得方法  

本研究で利用する質問紙調査データは、公益財団法人全日本柔道連盟が保有しています。 

情報を保有・提供する機関：公益財団法人全日本柔道連盟  

機関の長：会長 中村真一  

 

原調査は、公益財団法人全日本柔道連盟強化委員会が 2017 年 12 月から 2019 年 2 月に、

現在及び過去の全日本柔道連盟強化選手等を対象として質問紙により実施したものです。  

原調査では、研究目的、研究成果を学会発表や論文等の形式で公表すること、個人が特

定されないよう情報を取り扱うこと等について説明し、本人から書面による同意を得てい

ます。また、当時未成年であった場合については、保護者の承諾を得ています。  

 



6．情報の利用方法及び共同研究機関への提供  

原調査では氏名を含む情報を取得しています。本研究では、回答者の競技到達水準等を

正確に確認するため、氏名等の情報を用いて、国際柔道連盟、全日本柔道連盟等が公表し

ている大会記録との照合を行います。  

氏名等を使用するこの作業は、公益財団法人全日本柔道連盟内において、同連盟の研究

責任者が行います。  

照合等の必要な処理を行った後、氏名等の個人を直接識別できる情報を削除し、研究用

の番号（研究用 ID）を付した研究用データセットを作成します。研究用 ID と氏名等を対

応させる情報は公益財団法人全日本柔道連盟が管理し、山梨学院大学その他の共同研究機

関には提供しません。  

山梨学院大学その他の共同研究機関には、倫理審査委員会の承認を受けた研究計画に基

づき、本研究の目的を達成するために必要な項目に限定した研究用データセットを提供し

ます。学校名、居住地域、詳細な生年月日、分析に必要のない自由記述等、個人が推測さ

れる可能性を高める情報は原則として提供しません。  

共同研究機関への情報の提供及び各機関での保管・解析に際しては、それぞれの機関の

情報管理規程及び承認された研究計画に従い、アクセス制限、暗号化等の安全管理措置を

講じます。  

本研究で情報を利用できるのは、倫理審査の対象となった研究計画及び一括審査対象機

関研究者リストに記載された研究者に限られます。  

 

7．研究期間及び情報の利用・提供開始予定日  

研究期間  

倫理審査承認及び各共同研究機関における研究実施許可後から 2031 年 3 月 31 日まで  

情報の利用及び共同研究機関への提供開始予定日  

2026 年 11 月 25 日  

 

8．個人情報の保護、情報の管理及び研究成果の公表  

氏名等の個人を直接識別できる情報及び研究用 ID との対応情報は、公益財団法人全日

本柔道連盟の責任の下で適切に管理し、山梨学院大学その他の共同研究機関へ提供するこ

とはありません。  

山梨学院大学その他の共同研究機関では、氏名等の個人を直接識別できる情報及び対応

情報を含まない研究用データセットのみを取り扱います。研究用データは、承認された研

究計画及び各機関の情報管理規程に従い、研究者以外がアクセスできないよう適切に管理

します。  

本研究の成果は、国内外の学術雑誌への論文掲載、学会での研究発表、研究報告書等に

より公表する予定です。  

公表する情報は、原則として複数の対象者をまとめた集計値及び統計解析結果とし、氏

名や個人の回答内容をそのまま公表することはありません。また、本研究には国内外のト

ップレベルの柔道競技者が含まれることから、性別、体重階級、出生年、競技成績等の組

合せによって個人が推測されることのないよう十分に配慮します。  



 

9．研究への利用を希望されない場合  

ご自身の情報を本研究に利用すること、または山梨学院大学その他の共同研究機関へ提

供することを希望されない場合は、下記の「11．お問い合わせ・研究利用拒否のお申し出

先」までお申し出ください。  

お申し出を受けた場合は、ご本人であることを確認した上で、当該研究対象者の情報に

ついて、以後の本研究での利用及び共同研究機関への提供を停止します。既に共同研究機

関に提供されている場合には、該当する研究用データを特定し、以後の解析対象から除外

します。  

研究への利用を希望されない旨を申し出たことによって、何ら不利益を受けることはあ

りません。  

研究利用を希望されない旨のお申し出は、研究期間中受け付けます。ただし、お申し出

をいただいた時点で、既に研究成果が学術論文や学会発表等として公表されている場合に

は、公表済みの集計結果を遡って変更することはできませんので、あらかじめご了承くだ

さい。  

 

10．情報の管理について責任を有する者  

原調査データ、氏名等の個人を直接識別できる情報及び研究用 ID との対応情報の管理責

任者  

公益財団法人全日本柔道連盟 石井 孝法  

山梨学院大学に提供された研究用データの管理責任者及び本研究全体の研究代表者  

山梨学院大学スポーツ科学部 小山 勝弘  

独立行政法人日本スポーツ振興センターに提供された研究用データの管理責任者  

独立行政法人日本スポーツ振興センター 衣笠 泰介  

 

11．お問い合わせ・研究利用拒否のお申し出先  

研究利用を希望されない場合のお申し出先  

公益財団法人全日本柔道連盟 担当：石井 孝法  

電話：03-3818-4199 E-mail：t.ishii＠judo.or.jp 

※迷惑メール対策のため、メールアドレスの「＠」を全角で表記しています。送信の際は

半角の「@」に置き換えてください。  

お申し出の際には、本研究への情報利用を希望されない旨をお伝えください。ご本人の

情報を正確に特定するため、ご本人確認に必要な情報を確認させていただく場合がありま

す。  

 

研究内容に関するお問い合わせ先  

山梨学院大学 スポーツ科学部 研究代表者 小山 勝弘  

電話：055-224-1324 E-mail：koyama.katsuhiro＠c2c.ac.jp 

 

情報公開日：2026 年 11 月 11 日  



倫理審査承認番号：26-A020（山梨学院大学倫理審査委員会、2026 年 10 月 15 日承認）  


